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研究要旨 

目的と背景：日本における臓器専門医がプライマリ・ケアを提供している現状を

把握し、医師偏在対策に役立つ新しい指標を構築することである。日本では臓器

専門医が専門領域のみならずプライマリ・ケアも兼任しており、これが新興感染

症対策での医療崩壊を防いだ一因と考えられるが、専門診療との兼業は質の保

証に課題がある。一方で、2024 年４月施行の医師の働き方改革により、効率的

な医療提供体制の構築が求められている。 

方法：研究(1)では病棟総合医(ホスピタリスト)が主治医機能を担える可能性の

ある疾患群を抽出し、千葉大学医学部附属病院と全国立大学病院の DPC データ

を分析した。研究(2)では、大学病院の医師の勤怠データを収集し、臓器専門領

域ごとの勤務実態を明らかにした。 

結果：DPC データ分析から 27%の患者に病棟総合医(ホスピタリスト)が主治医機

能を担える可能性を有することが示された。勤怠データ分析では、外科系診療科

での勤務負担が特に高いことが明らかになった。 

結論：令和 6 年度に、国立大学病院データベースセンターの DPC データの解析

を行うことによって、臓器専門医が担う領域横断的診療の負担の可視化が図れ

る可能性が示唆され、タスクシフト・タスクシェアによる勤務負担軽減の基礎資

料を構築することが期待される。 
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A. 研究目的 

 プライマリ・ケアと臓器専門医療が

明確に分業された OECD 諸国とは異

なり、総合診療専門医の養成が始まっ

て間もない日本では、臓器専門医が専

門領域を持ちながら診療所や病棟で

プライマリ・ケアを提供してきた

(2015. 山田隆司 財務省財務総合政

策研究所「ファイナンシャル・レビュ

ー」第 3 号)。この傾向は近年に入っ

ても変わっておらず、若手医師は市中

病院や大学病院で専門領域の研修で

キャリアをスタートさせ、60歳前後に

診療所勤務となり、一般内科業務にキ

ャリアチェンジをしている様子が伺

われる(図 1、表 1参照. 厚生労働省. 

令和 2 年医師統計の概況から作図)。

欧米では明確にプライマリ・ケアある

いは領域横断的診療と専門診療が分

離され、その医師数も制御されている

が、日本では半分専門医、半分一般医

として多くの医師が働く形が一般的

となっている（OECD Reviews of 

Health Care Quality: Japan 2015）。

OECD から高齢化社会を本格的に迎え

る日本において、今後はプライマリ・

ケアと臓器専門領域を分離させなけ

ればならないと提言されている日本

ではあるが、人口当たり医師数が 

OECD 平均よりも少ない日本において、

新興感染症に対して諸外国ほど医療

崩壊をきたさなかった理由の一つに、

臓器専門医によるプライマリ・ケア対

応があったことは想像に難くない。一

方で、専門領域の細分化や深化が進む

医療において、プライマリ・ケア医と

専門医は相互に補完しあうことによ

って患者の利益となることが指摘さ

れており(Br J Gen Pr.  2023; 

73(734): 388-90.)、両者の兼業は質

の保証の観点から好ましいとは言え

ない。また、2024 年 4 月施行の医師

の働き方改革では、医師の労働時間量

削減が求められており、様々な観点か

らより効率的な医療提供体制の構築

が求められている。そこで本研究では、

臓器専門医がプライマリ・ケアあるい

は領域横断的診療に関わらざるを得

ない日本の現状に焦点を当て、入院診

療における臓器専門医の領域横断的

診療の実態を把握し分析を行い、医師

偏在対策に資する新しい指標を構築

することを目的とする。 

 なお、本研究では臓器専門医、病棟

総合医(ホスピタリスト)、総合診療医、

領域横断的診療を以下のように定義
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する。 

総合診療医は、2018年に開始された19

の基本領域の1つである総合診療専門

医を想定した医師とし、臓器専門医は

総合診療専門医を除く 18 の基本領域

を指すものとして便宜上定義した。 

病棟総合医(ホスピタリスト)は、米国

で 1990 年代に開始された概念で、専

門領域の枠組みを越えて、入院診療を

要する患者の内科管理を行う医師で

あり、50,000人を超える医師が従事し

て、急速にその数を増やしている(New 

Engl J Med. 2016; 375(11): 1009-

11.)。本研究では、今後、日本におい

て、米国型ホスピタリストの機能を担

う医師を配置すると仮定した場合に、

主治医機能を担う医師を病棟総合医

(ホスピタリスト)と定義した。 

さらに、領域横断的診療について、米

国の医療制度において、外来診療であ

れば家庭医療専門医、入院診療であれ

ば病棟総合医(ホスピタリスト)が主

に担っている診療業務を想定し、各臓

器専門領域における専門性が高い分

野知見や手技に係る診療を除いた、一

般的な診療業務を指す用語として定

義した。 

 

図 1. 年齢階級、施設別医師数及び平

均年齢 

 

 

表 1. 診療科別、施設別の医師数と平

均年齢 

 

 

B. 研究方法 

研究(1). DPC データを用いた臓器専

門医が担う領域横断的診療の調査 

 2023年度は、臓器専門医の領域横断

的診療の実態を把握するためにまず、

病棟総合医(ホスピタリスト)が担え

る疾患群について、ミシガン大学 VA 

Hospitalの Ashwin Gupta医師、東京

ベイ・浦安市川医療センター総合内科

の江原淳医師、同科での勤務歴がある

坂本悠加医師、栗原むつか医師および

研究班とフォーカスグループディス

カッションを行い、いずれかの病院に
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おいて、病棟総合医が主治医機能を担

っている疾患群を抽出し、病棟総合医

(ホスピタリスト)が主治医機能を担

える群と担えない群に分類する。それ

ぞれの疾患群について、例えば手術を

要する疾患群は、ミシガン大学や東京

ベイ・浦安市川医療センターで病棟総

合医(ホスピタリスト)が対応してい

る疾患を除いて、病棟総合医(ホスピ

タリスト)が対応できない群として分

類した。また、悪性腫瘍であれば、希

少がんを除いて手術療法を実施され

なかったコードを病棟総合医(ホスピ

タリスト)が主治医機能を担える可能

性のある群として抽出しており、内視

鏡的逆行性膵胆管造影やステント留

置など、米国ホスピタリストが処置以

外の入院業務を担う疾患群を含めた。

さらに、化学療法を行う疾患群や終末

期の疾患群も担える可能性のある群

に含めた。感染症については細菌性眼

内炎など専門性の高い疾患群を除き、

免疫抑制状態などの背景疾患に関わ

らず、肺炎、腎盂腎炎など、高頻度な

感染症を中心に抽出した。血管疾患に

ついては、東京ベイ・浦安市川医療セ

ンターで病棟総合医(ホスピタリス

ト)が対応している、虚血性心疾患や

心不全、閉塞性動脈硬化症などの疾患

群を主治医機能を担える群として抽

出した。 

以上の事前調査から、病棟総合医(ホ

スピタリスト)が主治医機能を担える

疾患群と担えない疾患群への分類が

可能となった。次に、千葉大学医学部

附属病院の DPC データ（2022 年 9月～

11 月分）の入院契機傷病名や最も医療

資源を投入した傷病名を用いて、病棟

総合医が主治医機能を担える疾患群

と担えない疾患群に分類した。 

令和６年度は、国立大学病院データベ

ースセンターが保有する全国立大学

病院の DPC データ（2021 年 4 月～2023

年 12 月分）の DPC コードと突合し、

予備調査として、病棟総合医が主治医

機能を担いうる患者の疾患群とその

割合について検討を行う予定である。 

 

研究(2). 医師勤怠データを用いた

専門領域別勤務実態調査 

 研究(1)と相補的に、大学病院で勤

務する医師の電子タグによる勤怠デ

ータを抽出し、臓器専門領域ごとの勤

務実態について明らかにする。勤怠デ

ータは全国157施設で導入されている

Dr.JOY によるビーコン勤怠管理を用
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いて行う。勤怠データは 1分毎に自動

で打刻され、千葉大学医学部および千

葉大学医学部附属病院のブロックご

とに細かく分類・検知されている。千

葉大学病院で勤務する約 820名の医師

の勤怠データを用いて、1 週間分のデ

ータを抽出する。また、時間外労働の

時間については各医師毎に積算して

抽出ができるため、1 週間分の勤務場

所の実態調査と診療科毎の時間外労

働時間について、調査を行うこととし

た。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施に先立ち、千葉大学医学

部附属病院観察研究倫理審査の承認

(HK202311-02)を受けて、本研究を実

施した。ヘルシンキ宣言および人を対

象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針を熟読し、内容を理解した

うえで、言明されている倫理的原則に

沿った実施計画であることを確認し

ている。また、「個人情報の保護に関す

る法律」及び関連する法令、改正法令

を遵守して実施する。 

 

C. 研究結果 

研究(1) DPC データを用いた臓器専

門医が担う領域横断的診療の調査 

 2022 年 9月から 11 月末までの 3カ

月間に千葉大学医学部附属病院に入

院したDPC対象患者 4,857件の分析を

行った。そのうち、1,304名(27%)は病

棟総合医が主治医機能を担える可能

性が示された。この 1,304名の病態の

内訳は多い順に、悪性腫瘍 453件(35%)、

血管疾患 247 件(19%)、感染症 203 件

(15%)であり、これらで 903件(69%)を

占めていた。次に予備調査として、全

国立大学病院の DPC データ（2021 年 4

月～2023年 12 月分）と病棟総合医が

主治医機能を担えるとした疾患群に

ついて突合した結果、170 万件の全入

院患者のうち約 3割について病棟総合

医が主治医機能を担える可能性が判

明した。 

 

研究(2) 医師勤怠データを用いた専

門領域別勤務実態調査 

千葉大学病院に勤務する医師約 820

人の勤怠データの解析から、2022 年度

上半期 6カ月間における、過労死ライ

ンとされる月 80 時間以上時間外労働

を行っている医師の割合(のべ月 80時

間以上/のべ診療科別医師数)は、心臓

血管外科 29/84 (34.5%)、呼吸器外科
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26/102 (25.5%) 、 51/209 小 児 科

(24.4%)、38/174 産婦人科(21.8%)、食

道・胃腸外科 34/192 (17.7%)であっ

た。また、1 分毎の勤怠データに関し

ては、約 820人の医師が勤務する千葉

大学病院の 35 診療科のうち、1人当た

り 2,000〜3,000 件の検知があり、17

診療科のデータクリーニングが完了

した。 

 

D. 考察 

研究(1)より、高度先進医療を担う

大学病院においても少なくとも 27%の

入院患者の主治医機能を病棟総合医

(ホスピタリスト)が担える可能性が

示された。また、研究(2)のデータから

外科系、小児科、産婦人科領域で 80時

間以上の残業が多いことが明らかに

なった。 

研究(1)において、病棟総合医(ホス

ピタリスト)が主治医機能を担える疾

患群に分類したコードには、内視鏡的

な手技を要する疾患群も含めている

ため、専門医の業務負担のすべてを包

括する数字とは言えないが、病棟総合

医(ホスピタリスト)と臓器専門医が

co-management として協働することに

よって、臓器専門医の多くの業務負担

が減らせる可能性があることを示唆

している。さらに、本研究では、主治

医機能を担える可能性がある疾患群

として分類しなかった疾患群につい

ても、より専門性の高い領域ではある

が、その業務の中に領域横断的な負担

はあるはずであり、協働ができる範囲

はさらに広がる可能性がある。日本の

臓器専門医は、諸外国と比較して領域

横断的な業務負担が多いと予測して

いたが、地域医療の現場のみならず、

大学病院においても少なからぬ診療

負担が課されている可能性がDPCデー

タを用いた研究においても示唆され

た。OECD Reviews of Health Care 

Quality: Japan 2015 でも指摘されて

いるように、高齢化社会が喫緊の課題

となっている日本において、プライマ

リ・ケア、領域横断的な診療と専門診

療を分化させたより効率的な医療体

制の構築を目指さなければならない

と考えた。2023年度は単施設のみの解

析であったが、2024 年度は国立大学病

院データベースセンターのデータを

用いて、日本全体の問題であるかを明

らかにする必要がある。また今後、病

棟総合医が主治医機能を担える可能

性のある患者か否かで、在院日数、30
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日以内再入院、死亡の有無や医療費等

に与える影響を、併存疾患数の患者属

性をコントロールしながら検討し、臓

器専門医が担っている領域横断的診

療を要する疾患群や診療コストも併

せて明らかにしていく。 

次に、研究(2)より、外科系診療科の

勤務負担が上位を占めており、現在デ

ータクリーニングを進めている電子

タグを用いた勤怠管理データから、専

門領域毎の勤務場所および勤務時間

を可視化して、質的調査と組み合わせ

てタスクシフトあるいはタスクシェ

アを行える可能性がある時間を抽出

する。日本の専門医養成制度では、医

師はどの専門分野でも資格を取得で

きる制度となっており、英国が

National Health Service(NHS)が管理

して GP(General Practice:総合診療

医)を医師の 30%を目標に養成するよ

うな専門医数を管理するシステムに

はなっておらず、2018年に開始された

新専門医制度において、総合診療専門

医はわずかに 3%程度に留まっている。

一方で、それぞれの臓器専門医が自身

の専門領域のみならず、プライマリ・

ケアまで責任を持って診療する枠組

みで医師を養成してきた日本の専門

医制度を活かす方略を考えた場合、臨

床研修医や専攻医研修の一定期間を

病棟総合医(ホスピタリスト)が指導

する研修期間にあてることはタスク

シフト・タスクシェアの現実的な対策

になるかもしれない。この方略であれ

ば、米国のように 20 年間かけて病棟

総合医(ホスピタリスト)を大量に養

成することなく、少数の病棟総合医

(ホスピタリスト)を養成して若手医

師と協働する形で、医療ニーズに応え

られる可能性がある。また、可視化さ

れた領域横断的診療のさらなる担い

手として、リカレント教育を整備して、

総合医へのキャリアチェンジを希望

する医師を養成することや、業務範囲

を明確にした上で、特定行為に係る看

護師を活用することも検討に上がる

かもしれない。 

大平らの分担研究「医師の地域偏在

および専門領域偏在の可視化に関す

る研究」は、医師少数区域における専

門領域偏在の要因を明らかにする研

究であり、本研究と相補的に医師の勤

務実態の可視化を図って、タスクシフ

ト・タスクシェアによる臓器専門医の

勤務負担軽減の基礎資料を構築する。 
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E. 結論 

 DPC データおよび医師勤怠データを

用いた研究から、日本における臓器専

門医が担う領域横断的診療の負担が

可視化される可能性が示唆された。今

後本研究を進めることにより、タスク

シフト・タスクシェアによる臓器専門

医の勤務負担軽減の基礎資料を構築

したい。 
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該当なし 

2. 学会発表 

該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況(予

定を含む。) 

1. 特許取得 

該当なし 

 

2. 実用新案登録 

該当なし 

 

3. その他 

該当なし 
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2024 年１月30日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 山梨大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 中村和彦 
 

   次の職員の（令和）5 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名    地域医療基盤開発推進研究事業                      

２．研究課題名 DPC とタイムスタディを用いた臓器専門医のプライマリ･ケア診療可視化に基づく医師偏

在指標の開発 

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院総合研究部医学域臨床医学系 特任教授                             

    （氏名・フリガナ）小林美亜 コバヤシミア                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □  ■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
研究計画の一段目の研究実施を受けて二段目の研究を令和 6年度に実施する。分担研究者である小林美亜は、

二段目の研究から関わるため、一段目の研究については倫理審査を受けておらず、二段目の研究実施時に倫

理審査を受ける。 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和６年３月７日 
厚生労働大臣 殿                                                         
                              機関名 国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤井 輝夫        
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                  

２．研究課題名 DPC とタイムスタディを用いた臓器専門医のプライマリ･ケア診療可視化に基                        

づく医師偏在指標の開発                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・特任助教                               

    （氏名・フリガナ） 中部 貴央・ナカベ タカヨ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ □  ■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■  □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一

部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
研究計画の一段目の研究実施を受けて二段目の研究を令和 6 年度に実施する。分担研究者である中部貴央は、二

段目の研究から関わるため、一段目の研究については倫理審査を受けておらず、二段目の研究実施時に倫理審査

を受ける。 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす
る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和６年 ３月 ６日 
 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                                           
                
                              機関名 秋田大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 山本 文雄 
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名    地域医療基盤開発推進研究事業                      

２．研究課題名 DPC とタイムスタディを用いた臓器専門医のプライマリ･ケア診療可視化に基づく医師偏

在指標の開発 

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・教授                              

    （氏名・フリガナ） 大坪 徹也  (オオツボ テツヤ)                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □  ■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
研究計画の一段目の研究実施を受けて二段目の研究を令和 6年度に実施する。分担研究者である大坪徹也は、

二段目の研究から関わるため、一段目の研究については倫理審査を受けておらず、二段目の研究実施時に倫

理審査を受ける。 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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２０２４年 １月 １８日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人島根大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  服部 泰直 
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名    地域医療基盤開発推進研究事業                      

２．研究課題名 DPC とタイムスタディを用いた臓器専門医のプライマリ･ケア診療可視化に基づく 

        医師偏在指標の開発 

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 ・准教授                  

    （氏名・フリガナ）和足 孝之 ・ワタリ タカシ                      

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
研究計画の一段目の研究実施を受けて二段目の研究を令和 6 年度に実施する。分担研究者である和足は、二

段目の研究から関わるため、一段目の研究については倫理審査を受けておらず、二段目の研究実施時に倫理

審査を受ける。 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


